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　本稿では、兵庫県A市において開発・導入した 24 時間対応型ＬＳＡ業務管理データベースの設計思
想を整理し、データベース開発の留意点と意義について考察した。データベースは、①情報の統計的な
活用ができること、②業務の時間帯と対応頻度および③業務に要した時間を把握する仕組みの導入、④
実用的なレイアウト設計を重視し、サービスの質の向上に資することを重視した。その結果、データベー
スの開発と導入の意義には、生活支援業務の見える化や現場における業務改善への活用以外に、①支援
業務のデータの信頼性、②調査対象者をもれなくカバーできること、さらに③縦断データを容易に蓄積
できることによる経年分析の実現、④調査にかかるコストの軽減という調査上の課題に対応できる点が
確認できた。社会福祉実践においてデータに基づいたプログラム評価を推進していくうえで、実践者と
研究者が連携したデータベースの開発の必要性と意義が改めて確認された。

Keywords：LSA（Life Support Adviser）・生活支援・見守り・データベース開発　　　　　　　　　　 　
LSA（Life Support Adviser）・Community life support service・Watching support・
Database development　　　　　 　　　　 

１．はじめに
　近年、高齢社会への対策の一つとして、高齢になっても住み慣れた地域で生活を継続できる仕組みづ
くりが必要とされている。とりわけ一人暮らし高齢者の割合が急増しており、2035 年には高齢者世帯
のうち単独世帯（独居）が 39.7％にまでのぼると推計されている。一人暮らし高齢者への見守り活動等
の社会福祉や地域福祉分野における対策だけでなく、居住環境、情報システム等による多方面からの対
策を検討する必要がある。なかでも、「見守り」と「買い物支援」は、生活維持の最低限の支援である「基
盤支援」と位置づけられている（安心生活創造事業推進検討会 2012）。
　近年、介護保険の認定データや給付データなどをはじめ、社会福祉や地域福祉の領域でデータベース
化が進んできているが、「生活支援」に関する研究については、先進事例の紹介や事例調査、質問紙調
査に留まったものが多く（馬場 2013，山口・谷本 2012，野崎 2014，斉藤 2009）、データに基づく生活
支援の実績や効果を検証したものはない。これまでも社会福祉実践におけるデータに基づくプログラム
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評価の必要性は指摘されてきたが、ニーズ把握や効果評価は、未だ大きな課題となっている（総務省
2013）。Rossi（2004）は、プログラム評価とは、システマティックに社会的介入プログラムの効果性を
検討するために、プログラムを取り巻く政治的・組織的環境に適合し、かつ社会状況を改善するための
社会活動に有益な知識を提供しうる方法であるとし、可能なかぎり信頼できる正当な方法でプログラム
実績を記述することが課題だとしている。プログラム評価は、いわば社会福祉領域において共通して取
り組むべき課題であるが、その評価には正確な実績の把握が必要とされるため、まず評価に必要なデー
タ基盤の確立に取り組まなければならない。
　本研究では、「生活支援の見える化」と「プログラム評価に向けてのデータ基盤の確立」の 2つの課
題に焦点をあて、兵庫県Ａ市 B団地（高齢者向け公営住宅）に配置されているＬＳＡ（Life Support 
Adviser：生活援助員）が行う業務実績を記録・分析できるツールである「24 時間対応型ＬＳＡ業務管
理データベース」を開発・導入した。ＬＳＡとは、高齢者向け公的賃貸住宅であるシルバーハウジング
やシルバーピアに専属で配置されている専門職のことである。本研究で兵庫県Ａ市 B団地のＬＳＡに
着目した理由には、24 時間常駐で生活支援を行っている全国的唯一の事業だが、その支援実績の見え
る化という点でも、その前提となる実践データの蓄積という点でも多くの課題があったことが挙げられ
る。本稿では、本データベースをもとに、開発過程でみえてきたデータベースを開発する際の留意点と
社会福祉実践現場においてデータベースを開発・導入することの意義について考察した。

２．本研究の方法
　本研究の対象は、兵庫県Ａ市 B団地（高齢者向け公営住宅）のＬＳＡ事業である。B団地は、1998
年に開設された住戸数 814 戸（うち、シルバーハウジング 230 戸、高齢者世帯向特定目的住宅 225 戸）
であり、敷地内にＬＳＡ事業所が配置されており、2015 年４月現在、ＬＳＡが常駐している。24 時間
体制で見守り・生活支援の実施を行っており、ＬＳＡの利用者の平均年齢は 77.6 歳（後期高齢者が半
数を占める）であり、要介護認定者は 19.9％、独居高齢者は 31.6％である。
　本研究では、2014 年 4 月から 2015 年 3 月までの 1年間で７回の検討会（うち２回は現地で LSA事
業者との共同研究会）を行い、生活支援実績のデータベース化のための情報収集と評価項目検討および
改修を行った。評価項目は、2010 年度から導入されていた生活支援業務データベース（日本福祉大学
2011）の 2010 年度～ 2013 年度の業務データから、総計をもとに重要項目を抽出し、まず研究者間で検
討した。その後、実践者であるLSAの代表者と2度にわたって再検討し、2015年4月に新しいデータベー
スを導入した。なお、2015 年 6 月に新しいデータベースの使用についてＬＳＡスタッフへのヒヤリン
グを行っている。

３．24 時間対応型ＬＳＡおよびデータベースの概要
（１）ＬＳＡの制度的背景と24時間対応型ＬＳＡの概要
　ＬＳＡの全国的な取り組みは、シルバーハウジングの建設開始に伴い、1987 年に「高齢者世話付住
宅（シルバーハウジング）生活援助員派遣事業実施要項」が制定されたことにより始まった。ＬＳＡを
配置する目的は、シルバーハウジング入居者が自立して安全快適な生活を営むことができるよう、その
在宅生活を支援することであった。ＬＳＡ業務は、自立した高齢者における生活支援であり、主に①生
活指導・相談、②安否確認、③一時的な家事援助、④緊急時の対応、⑤関係機関との連絡、⑥その他日
常生活上に必要な援助を行い、老人の生活指導、相談、家事、緊急の対応等を適切に実施する能力を有
するデイサービス運営事業を実施する老人福祉施設等から派遣された福祉職員が、原則、シルバーハウ
ジング内に設置された生活援助員用住宅に住み込むものとされていた。しかし、1993 年に、住み込み
でなくとも業務が遂行できる勤務体制が確保されていればよいと変更され、実質的に通勤形態が認めら
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れた。2000 年の介護保険法施行時には、ＬＳＡの派遣は、市町村事業の「高齢者住宅等安心確保事業」
中に位置づけられた。その後、2006 年の介護保険法改正からは、シルバーハウジング以外に高齢者向
け優良賃貸住宅・高齢者専用賃貸住宅等（現、サービス付き高齢者向け住宅）、多くの高齢者が居住す
る集合住宅等に入居する高齢者に対象が拡大され、現在介護保険上の任意事業の「高齢者の安心な住ま
いの確保に資する事業」に位置づけられている。
　このような背景から、全国的には住み込みによる常駐体制は見られなくなっているＬＳＡ事業の中で、
本研究の対象であるA市 B団地のＬＳＡは、入居開始時にA市から委託されて以降、一貫して常駐型
で運営されてきた。365 日 24 時間で対応し、医療・保健・福祉サービスの空白時間を埋める「すき間
のケア」として高齢者世帯への日常的な支援活動が行われている（斉藤 2011）。必ずしも介護を要する
状態でなくとも、生活不安を解消するための緊急時対応や相談体制は不可欠であり、B団地のＬＳＡは、
団地内常駐によってこの課題に応えてきた。しかし、阪神・淡路大震災後の 1998 年 4 月に入居が開始
された B団地のＬＳＡは、シルバーハウジングとしてだけでなく震災復興住宅として必要な役割を担
う位置づけで運営されてきたこともあり、震災後 20 年を経た今、人員を含めた体制をこれまでより縮
小する方向に進みつつある。
　一方で、兵庫県では、このような従来のＬＳＡ事業と区別し、「兵庫式 24 時間ＬＳＡ地域見守り事業
（兵庫ＬＳＡ 24）」を新たに実施している。この兵庫ＬＳＡ 24 は、特別養護老人ホーム等の介護関連施
設にＬＳＡを配置することにより、24 時間対応可能な体制で、認知症の人やホームヘルプ等の介護サー
ビスのない時間帯の生活に不安を持つ高齢者等の見守りを行い、できるだけ長く在宅生活が送れるよう
支援する取り組みであり、従来のＬＳＡとは違う機能も持つものである。このような新たな事業も展開
される中で、24 時間のＬＳＡ配置が在宅生活維持に及ぼす効果や施設移行の抑制への効果などをはか
ることは、兵庫県からも課題としてあげられてきており、そのためのＬＳＡの業務実績の見える化は、
必須の課題である。

（２）本データベースの設計思想
　本データベースの設計にあたって、実践者と研究者の連携によるデータベース開発を基本とし、ＬＳ
Ａ業務の正確な把握と事務作業の負担軽減を前提に、以下 4点を重視した。

１）入力した情報の統計的な活用
　本研究では統計的な活用につなげ、実践を見える化させることを重視した。この背景には、過去に導
入されていたデータベースでは、業務コードが 490 にものぼり、入力者の業務負担が非常に大きく、そ
の割にデータの信頼性が乏しいという課題があった。具体的には、入力者によって同一業務を異なる
コードで入力される、適切な業務コードまでたどりつかずに「その他」に該当する業務が多い、集計結
果から何を読み取ればよいのかが分からない、などの問題を抱えていた。そこで、多様な支援業務を統
計的活用が可能な形になるように精査し、コード化する業務を検討した。その結果、従来の 490 コード
を 60 にまで縮約した。図表 1は、開発したデータベースの業務コードである。デジタル形式のデータ
であれば統計的な活用が見込めるとは限らないため、データベース開発にあたり、その過程の中で、デー
タから明らかにしたいことを明確にし、そのために必要となるコードが妥当であるかに留意して行った。
実際に現場では、業務実績の把握と分析を別途手作業で行っている状況であったが、削減により、その
まま統計的な活用が可能となり、支援業務の改善に向けて容易にデータを活用できることやデータ入力
に要する事務作業時間の短縮につながった。
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図表１　24 時間対応型ＬＳＡ業務管理データベースの業務コード

２）業務の時間帯と対応頻度を正確に管理できる仕組みの導入
　高齢者が地域で生活を続けるために、どのような生活支援が必要であるのかを検討するためには、ど
の時間帯にどのような業務が発生しているのかを把握できる仕組みが必要である。本データベースでは、
対応時間帯を入力できるシステムを新たに導入した。
　図表 2は、業務時間帯別の対応件数の 2015 年 4 月の集計結果（実データ）の一部である。この結果
をみると、一般的に日中と捉えられる午前や午後①および②の時間帯に業務が集中しやすいが、夜間、
深夜、早朝にもそれぞれ業務が発生していることが分かる。例えば、身体介護では週に 1～ 2日は夜間・
深夜・早朝の時間帯に対応することがあり、2日に 1度以上は夜間・深夜・早朝の時間帯に外部と何ら
かの連絡をとっていることになる。もちろん、その内容についても分析することが可能である。

図表２　業務時間帯別の対応件数（2015 年 4 月の一部）

2015年4月分
時　　　　　間　　　　　帯 合　計

深夜
0～3時台

早朝
4～7時台

午前
8～11時台

午後①
12～15時台

午後②
16～19時台

夜間
20～23時台

大
　
項

　
目
（
件
数
）

身体介護 3 1 6 0 4 2 16
％ 18.8% 6.3% 37.5% 0% 25.0% 12.5% 100.0%

発　　報 10 19 11 5 3 4 52
％ 19.2% 36.5% 21.2% 9.6% 5.8% 7.7% 100.0%

外部との連携 7 5 197 106 74 8 397
％ 1.8% 1.3% 49.6% 26.7% 18.6% 2.0% 100.0%

３）業務に要した時間を把握する仕組みの導入
　さらに、業務の時間帯の把握だけでなく、業務に要した時間を設定し把握できる仕組みを導入した。
その結果、各業務についてどのくらいの時間が費やされたのか、直接的な対応時間をみることが可能と
なった。今回導入した対応時間は、利用者への直接的な対応時間であるため、ＬＳＡが利用者宅までの
行き来の時間は含まれない。図 3は、2015 年 4 月の実データである。この設計を導入したことにより、
ＬＳＡの業務は、効率性という点では決して良いわけではないこともみえてきた。その一方で、ＬＳＡ
がいることにより利用者が地域生活を継続できる可能性についても、検討していくための根拠となる
データの蓄積が可能となった。この直接的な対応時間にみる効率性は、十分に検討されるべき事柄であ
ると考えられる。実際に、平成 24 年度の介護保険法改正時に要介護高齢者の在宅生活を支えるために
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新設された「定期巡回・随時対応型訪問介護看護」および「身体介護２０分未満」の区分が現在ある。
新設前から、岐阜県方式と呼ばれる「短時間巡回訪問介護サービス」を実施してきた事業所もあり、1
回 15 分程度の「ピンポイントケア」を朝、昼、夜の 1日複数回にわたり提供する在宅生活を支えるサー
ビス基盤としての役割を果たしてきた（東京大学高齢社会総合研究機構，2011）。

図表３　利用者への対応件数と対応時間（2015 年 4 月）
2015年4月 利用者への対応件数 利用者への対応時間
合　　計 2,393件 144.5時間
1日平均 79.8件 4.8時間

日中平均（9時～17時） 62.4件 3.7時間
日中以外平均 17.8件 1.2時間

　このように、地域生活・在宅生活の維持には、たとえ対応時間が短時間であっても生活に欠かせない
サービスがあると考えられる。ＬＳＡが行う業務に要した時間を把握することは、サービスに対してど
のくらいの対応時間が必要なのか、明確にすることが可能である。近年広がりつつある 24 時間体制の
見守りが地域で展開できるのかという点に寄与できる期待が高い。

４）実用的なレイアウト設計
　本データベースは、サービスの質の向上という観点も重視し、行った業務についてケースごとに支援
の経過が履歴として閲覧できるようなレイアウト設計にした。図 4は開発したデータベース画面の一部
である。

図表４　開発したデータベース画面
【支援内容データ】

　　　　　　　　　【メニュー】　　　　　　　　　　　　　　　　　【棟別管理画面】
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【利用者データ】

　履歴として残せる設計は、業務上必須であることはもちろん、ＬＳＡメンバー内に対応時の気づき等
も発信できる。また、常にケースごとに生のデータがあることは、データベース以外での記録の限界を
超え、さらに支援経過の履歴は 10 年後にも役立つデータとして保存が可能となった。2015 年 4 月から
実際に導入してみて、現場ＬＳＡからは、正しいであろう選択・判断をする一助となっていると評価を
得ている。
　さらに、データ管理にかかる業務負担をできる限り軽減させるため、ＬＳＡの業務実績をデータベー
スから 1クリックで出力できるシステムを導入した。図表 5は出力した報告の一部である。60 のコー
ドのうち、7つの大項目（①生活支援・②身体介護・③発報・④外部との連絡調整・⑤イベント・⑥入
退院・⑦死亡）ごとに利用件数や利用者数、1日あたりの平均件数等が業務報告として提示できるよう
になった。

図表５　業務報告（月報）
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４．データベース開発の意義
　生活支援に関する研究が、先進事例の紹介や支援内容についての断片的な調査研究に留まったものが
多い中で、生活支援の実績やプロセス、効果を適切に評価できるデータベースは、生活支援業務の見え
る化の課題に対応できるという点で意義がある。また、実際の現場において比較的容易に時間をかける
ことなく自らが実践した業務実績を把握できることから、データベースを開発・導入することは、日々
の業務を振り返り改善していくマネジメントの観点からも寄与できたと考えられる。
　加えて、社会福祉調査を実施する上での以下の課題について改善できる点で意義があるといえる。

（１）支援業務についての正確な把握（データの信頼性）
　調査には、設問に対する答えの信頼性や内容の妥当性をはじめとする課題がある。特に質問紙調査は、
紙面を大幅に必要とし、回答者への負担も大きく（斉藤ら 2012，斉藤ら 2010）、調査内容を正確に把握
することに限界がある。実際に、これまで LSAの業務内容についての質問紙調査も行われているが、
一時点で行う質問紙調査は、どのような利用者に対して何の業務がいつの時間帯に提供されているのか
等の正確な業務内容の把握は難しい。また、本来同一の業務が調査対象者によって異なる業務として回
答される可能性もあり、これらの課題は、調査結果に大きな影響を及ぼしかねない。それに対して、デー
タベースは、開発の際に十分な検討を重ね、コードについて入力者間でコンセンサスがはかられていれ
ば、支援業務データそのものの信頼性を担保することが可能である。こうした意味で、データベースの
導入は、調査における調査データの信頼性の課題を改善し、正確な把握を可能にすることができる。

（２）セレクションバイアス・非標本誤差の改善
　社会調査では回収率の課題は大きく、例えば郵送調査については、面接調査や留置調査より回収率が
低いと考えられており（盛山，2004）、社会調査における回収率の課題についても研究されている（埴
淵，2012）。しかし、社会福祉分野における調査は、回収率を高めるために調査協力者に対するアプロー
チを工夫するだけで解決するものではなく、そもそも通常の社会調査では把握しにくい人がその対象者
となることが多々ある。そして、その把握しにくい人が抱える課題がむしろ社会福祉が取り組む必要の
ある課題の一つともなり得る。データベースは、調査に応じないあるいは応じられないであろう対象者
も含め、対象者すべてについてもれなくカバーできるという点でセレクションバイアスの限界を克服で
きる。

（３）個人単位での経年変化の把握・蓄積
　社会福祉研究において縦断調査に基づく研究はあまり進んでいない。他方で、横断調査は、一時点の
みのデータをあつめる主要な方法として広く行われている。横断調査は、短期間に少ない労力と費用で
多数のデータを得ることが可能である点が長所であるが、個人の経年変化については把握できないため、
縦断調査との併用が望まれる。しかし、縦断調査は容易ではない。縦断データを必要とするライフコー
ス研究でも、データの利用者に忍耐を要することや多大なコストがかかること、非効率性を持ち合わせ
ている点が指摘されてきた（Scott ら 1998，三宅ら 2009）。つまり、同一の対象者を何ヶ月、何年と長
期間にわたって追跡調査することは、調査のための予算が長期的に必要であることに加え、調査協力者
への負担も大きくなるということが縦断調査を困難にさせている点でもある。
　しかし、データベースは、個人データや支援内容データの経年変化を捉える情報（縦断データ）を容
易に蓄積することができる。本研究の課題である生活支援についていえば、利用者が 1年後、3年後、
5年後、10 年後に生活支援の内容が変わっているのか、増えているのか、地域生活を継続できているの
かということを縦断的に分析していくことが可能となった。
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（４）調査業務にかかる負担・コストの軽減
　これまで行われてきた生活支援に関する研究は、事例紹介や質問紙調査によるものがほとんどであっ
た。生活支援の実績を明らかにしたい場合に、調査の方式をとることも考えられるが、コスト面での課
題は大きく、調査者への人件費をはじめ、分析にかかる費用の調査経費が必要となる。しかし、コスト
には、このような金銭面だけではなく、時間や労力の損害も含まれる。とりわけ社会福祉研究において
は、対象者への負担もコストであると考えなければならない。例えば、福祉サービス利用者を対象とし
た複雑な調査や繰り返し行われる調査は、対象者の調査疲れをもたらす。このような金銭・時間・労力
を含めたコストは、調査研究を行う上での大きな課題になることは間違いない。
　一方、データベースでは、開発時の費用コストは必要であるが、データを収集するにあたっては、入
力時の人的コストで可能となる。この入力時の人的コストは、実践を行う上で必要となる記録の役割を
果たすものとして、開発したデータベースが適切であれば、業務上必要な業務に値すると考えられる。
つまり、データを収集するために別途作業が必要となることはないということである。こうした意味で、
コストの軽減の観点からもデータベースの導入意義があると考えられる。

５．今後の課題
　本研究では、専門職の生活支援の業務実績を把握するデータベースを開発した。データベース導入に
よりデータの蓄積が可能となり、生活支援事業のプログラムを実施・管理する過程の評価や、サービス
提供によって発生した成果や効果をはかる可能性がみえた。こうした意味では、近年必要とされている
プログラム評価に向けてのデータ基盤の確立ができたという点でその意義は大きく、社会福祉実践にお
いてデータに基づいたプログラム評価を推進していくうえで、実践者と研究者が連携したデータベース
の開発の必要性と意義が改めて確認された。その上で、今後の研究課題としては、以下３点があげられる。
　第１に、データベース化により１日 24 時間の支援内容をもれなくすべて把握することが可能となっ
たことから、本データベースのデータをもとに、高齢者が住み慣れた地域で生活を継続するために必要
な「生活支援」を明らかにしてくことがあげられる。そのために、本研究では、データベース開発にあ
たり、明らかにしたいことを明確にし、妥当性を担保していくことに留意したが、実際に分析を行う中
でその妥当性を検証し、コードの精緻化もはかっていく必要がある。
　第２に、専門職以外のインフォーマルな社会資源による「生活支援」の明確化は別途課題といえる。
これまで述べてきたとおり、「生活支援」や「見守り」の明確な定義は明らかにされていない。これらには、
専門職による支援だけでなく、民生委員、ボランティア、町内会・自治会など住民による支援も欠かす
ことができない。このようなインフォーマルな支援として、近隣住民同士の助け合いやサロンなど地域
ネットワーク活動が重視されている中で、今後は、専門職による支援内容だけでなく、住民による支援
内容も明らかにしていく必要があると考えられる。
　第３に、他の事業でこのようなデータベースの開発と活用が可能なのかを探ることである。Rossi
（2004）は、対人サービスのプログラム評価では、実施に値する社会プログラムなのかを区別するにあ
たり、問題の性質と範囲がどのようなものなのか、介入がうまく実施されているか、意図されたサービ
スが実施されているかなどを重視しなければならないとしている。社会福祉の実践においては、その性
質上、便益をみることは難しいが、費用と効果の関係は、今後共通して求められる課題といえる。この
ような中で、本研究で開発したデータベースの開発が同様の事業への活用が可能なのか、他の社会福祉
分野での開発は可能なのかは、実践的に今後検討していくべき重要な課題であると考えられる。
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